
 

鎌倉市携帯電話等中継基地局の設置等に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、鎌倉市携帯電話等中継基地局の設置等に関する条例（平

成22年３月条例第20号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（意向確認が必要な施設） 

第２条 条例第４条第２項の規則で定めるものは、次の施設とする。 

⑴ 学校教育法(昭和22年法律第26号)第１条に規定する学校（高等学校、大学

及び高等専門学校を除く。） 

⑵ 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第７条第１項に規定する児童福祉施設 

⑶ 鎌倉市子どもの家条例(昭和50年６月条例第４号)第２条に規定する鎌倉

市子どもの家 

⑷ 鎌倉市青少年会館条例(平成６年３月条例第12号)第２条に規定する鎌倉

市青少年会館 

⑸ 鎌倉市子育て支援センター条例(平成14年３月条例第27号)第２条に規定

する鎌倉市子育て支援センター 

⑹ 鎌倉市障害児活動支援センター条例(平成19年３月条例第34号)第２条に

規定する鎌倉市障害児活動支援センター 

（計画書の提出）  

第３条 条例第６条の規定による設置等の工事の計画書の提出は、携帯電話等

中継基地局設置等計画届出書（第１号様式）により行うものとする。 

（近接住民への説明方法等） 

第４条 条例第７条の規定による近接住民への説明は、事業者が直接本人に対

し誠意をもって行うものとする。ただし、やむを得ない理由があるときは、

書面等の配付その他の確実な方法により本人に対する説明に代えることが

できる。 

２ 条例第７条第１項の規定により近接住民及び地縁団体を代表する者に対し

説明する事項は、次に掲げるものとする。 

⑴ 携帯電話等中継基地局の設置計画の内容 

⑵ 携帯電話等中継基地局から発信する電波に関する事項 

⑶ 工事中の安全対策 

３ 事業者は、当該携帯電話等中継基地局の設置計画について当該近接住民か

ら説明会の開催を求められたときは、次条第２項の規定による説明会を開催

しなかった場合に限り、開催日時、場所等について配慮し、説明会を開催す



  

るものとする。 

第５条 条例第７条の規定による地縁団体の代表者への説明は、原則として、

当該地縁団体の代表者を訪問することにより行うものとする。この場合にお

いて、事業者は必要に応じ、当該地縁団体への当該携帯電話等中継基地局の

設置計画に関する概要の説明及び周知に必要な資料を提供するものとする。 

２ 事業者は、当該携帯電話等中継基地局の設置計画について当該地縁団体か

ら説明会の開催を求められたときは、開催日時、場所等について配慮し、説

明会を開催するものとする。 

（近接住民説明実施報告書の提出） 

第６条 近接住民説明実施報告書の提出は、近接住民説明実施報告書（第２号

様式）により行うものとする。 

２ 事業者は、第４条第３項の規定による説明会を開催したときは、当該説明

会を開催した日の翌日から起算して10日以内に、近接住民説明実施報告書を

提出しなければならない。 

 （地縁団体説明実施報告書の提出） 

第７条 地縁団体説明実施報告書の提出は、地縁団体説明実施報告書（第３号

様式）により行うものとする。 

２ 事業者は、第５条第２項の規定による説明会を開催したときは、当該説明

会を開催した日の翌日から起算して10日以内に、地縁団体説明実施報告書を

提出しなければならない。 

 （地縁団体説明会実施報告の閲覧） 

第８条 条例第８条第２項の規定による地縁団体説明実施報告書の閲覧は、市

長が指定する場所において、事業者が地縁団体に対し説明会を開催した日の

翌日から起算して21日を経過する日まで行うものとする。 

（計画廃止届の提出） 

第９条 事業者は、携帯電話等中継基地局設置等計画届出書に記載された計画

を取りやめようとするときは、携帯電話等中継基地局設置等計画廃止届出書

（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（使用開始届出書の提出） 

第10条 事業者は、携帯電話等中継基地局の設置等に関する工事が終了し、当

該携帯電話等中継基地局の使用を開始したときは、携帯電話等中継基地局使

用開始届出書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （その他の事項） 

第11条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 



  

付 則 

 この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

付 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に存する改正前の第１号様式から第５号様式までに

よる用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

（行政手続における押印の特例に関する規則の一部改正） 

３ 鎌倉市行政手続における押印の特例に関する規則（令和３年３月規則第 57

号）の一部を次のように改正する。 

  別表鎌倉市携帯電話等中継基地局の設置等に関する条例施行規則 （平成

22 年３月規則第 37 号）の項を削る。 


